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会計

国際財務報告基準（IFRS）財団主

催のIFRSカンファランスが、2013

年６月27日と28日の両日にわたり、

アムステルダムで開催された。カン

ファランスは、①HansHoogervorst

国際会計基準審議会（IASB）議長

のスピーチ、②IASBアップデート、

③基調講演（KlasKnotオランダ中

央銀行総裁）、④テクニカル・アッ

プデート（金融商品）、⑤特別セッ

ション（投資家に焦点を置いた

IFRSアップデート等）、⑥ブレーク

アウト・セッション（リース・保険

契約等）から成り、主な内容を以下

で紹介する。

Hoogervorst議長は、①G20の目標

である国際的な会計基準に向けた進

捗、②最近の重要な作業として、金

融商品の減損・保険契約・概念フレー

ムワーク、③開示をより効率的にす

るための10の計画に関するスピーチ

を行ったⅰ。主な内容は以下のとお

りである。

１．国際的な会計基準に向けた進捗

2013年６月初めに、IASBはウェ

ブサイトで、各国のIFRSアドプショ

ン状況に関する調査結果を公表し

たⅱ。本調査結果によって、IFRSア

ドプションに対して大変励みになる

見解が得られている。まず第一に、

国際的な会計基準の単一セットとし

てIFRSへの普遍的な支持がある。95

％の国が高品質な国際的な会計基準

の単一セットの概念に対して、公的

にコミットしている。さらに、ほと

んどの国が単一セットはIFRSでな

ければならないことを確認しており、

これには米国証券取引委員会（SEC）

も含まれる。次に、インタビューを

受けた80％の国は、すべて又はほと

んどすべての公開企業について、

IFRSをアドプションしていると報

告している。残り11の非アドプショ

ン国のほとんどは、シンガポールの

ように、IFRSアドプションに向け

て大きく進展している。各国がIFRS

をアドプションしたというが、多く

の例外があると世界中の人はいって

いる。しかし現実は、IFRSはほと

んど修正されずに各国でアドプショ

ンされている。一方で、欧州のよう

にエンドースメント・プロセスがあ

ることもわかっているが実際は、

40％の国は、エンドースメント・プ

ロセスを経ずに、自動的にIFRSを

アドプションしている。また、マレー

シアにおけるIAS第41号「農業」の

適用延期は、自国基準からIFRSへ

の移行を支援するための一時的な取

扱いとみられる。経過的な調整のほ

とんどは究極的には解消する。2013

年６月に公表されたIAS第41号修正

案は、合理的な異議申立てに対応し

たものである。

米国・日本・インドのような大国

がIFRSを完全にアドプションして

いないことを認識しているが、その

ような国においても、想像以上の進

展がある。日本は完全なIFRSの使用

を既に容認しており、最近では、

IFRSのアドプションを容認する企

業の範囲を拡大している。日本経団

連によると、近い将来（２～３年内）

に、日本の大企業の約60社はIFRS

を使用し、当該60社は東京証券取引

所の時価総額の20％を示すとされる。

多くの人の考えとは逆に、日本にお

けるIFRSに向けた原動力はまだ非

常に強い。

米国では、450社以上の外国登録

企業がIFRSを使用して報告してお
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り、時価総額は５兆ドルになる。し

たがって、米国におけるIFRSの使

用がわずかとはいえない。

２．最近の作業計画（金融商品の減

損）

IASBと米国財務会計基準審議会

（FASB）は、発生損失モデルを予想

損失モデルに置き換える提案を開発

した。金融危機の間、発生損失モデ

ルには深刻な欠陥があることが明確

となった。

2013年初めに、IASBはFASBと共

同で開発した簡素化した予想損失モ

デルについてコメントを求めて公表

した。このモデルによって、発生損

失モデルよりも適時に信用損失を認

識することになる。同時に、FASB

は、別の予想損失モデルを開発し、

これにより資産の当初認識時に、全

期間の予想損失を認識することにな

る。

IASBとFASBの見解の相違は望ま

しいものではないが、共同で行った

すべての検討結果が失われたわけで

はない。両審議会の提案のコメント

期間は重なっている期間があり、両

審議会は見解の相違の解決のために

お互いの見解を熱心に聞こうとして

いる。両審議会は、この重要な分野

におけるコンバージェンスを達成す

るために、できることはすべて行う

必要があると認識している。

３．ボイラープレートの打破（財務

開示における行動様式の変化）

多くの企業の年次報告書は分厚く

なっているが、有用な情報量は必ず

しも同じく増加しているわけではな

い。危険なことは、年次報告書がコ

ミュニケーションの手段ではなく、

単にコンプライアンスの文書となっ

ていることである。

2013年１月に我々は、規制当局、

作成者、監査人、利用者、基準設定

主体を集めて、開示の問題に様々な

見解があることを理解した。共通の

結論は、開示の問題の多くの側面は、

行動面の要因と関係があるというこ

とであった。

例えば、多くの作成者は、慎重す

ぎるくらいに慎重になり、すべてを

開示に投げ入れる。規制当局から財

務諸表を修正再表示するように求め

られるリスクを冒したくないのであ

る。作成者、監査人、規制当局の無

理もないリスク回避によって、チェッ

ク・ボックスを埋める気質となるの

である。その結果、財務諸表のコミュ

ニケーション値が低下している。

また、IASBは、１月の開示イベ

ントで聞いたすべての主要なメッセー

ジを示したフィードバック文書ⅲを

公表した。この文書に基づいて、財

務報告の開示を改善するための10の

計画を設定したい。

� 重要性の原則は、重要項目を含

めなければならないというだけで

なく、重要でない開示を除外する

方が望ましくなり得ることを、

IAS第１号「財務諸表の表示」で

明確にしなければならない。あま

りにも詳細であると、重要な情報

の理解を困難にすることがあり得

るため、企業は積極的に不要物を

減らさなければならない。過ぎた

るは及ばざるがごとしである。

� 重要性の評価は、注記を含めた

財務諸表全体に適用されることを

明確にしなければならない。多く

の人は、主要な財務諸表上で表示

科目とされていない項目を、念の

ため、注記で開示する必要がある

と考えている。そうではないこと

を明確にしなければならない。あ

る項目が重要でない場合、財務諸

表のどこにも開示する必要はない。

� ある基準が企業の財務諸表に目

的適合的である場合、当該基準の

いずれの開示要求事項も、自動的

に重要な情報を提供することには

ならないことを明確にしなければ

ならない。代わりに、どの開示も

重要性を個別に判断しなければな

らない。

� 財務諸表の注記の順序を説明し

ていると解釈される用語をIAS第

１号から削除する予定である。こ

れにより、企業がより論理的かつ

全体的な方法で、情報を伝達する

ことを容易にするようにしなけれ

ばならない。

� IAS第１号は、企業が会計方針

を財務諸表のどこに開示するかに

ついての柔軟性を与えるようにす

る。重要な会計方針は、財務諸表

でより強調しなければならない。

重要でない会計方針は、財務諸表

の後方に追いやることができる。

� 世界中の多くの利用者の要請に

より、純借入（net-debt）調整表ⅳ

の要求事項を追加することを検討

する。これにより、企業が「純借

入」と呼ぶものに関する明瞭性を

利用者に提供するだけでなく、財

務諸表を通じて散乱する借入開示

を集約し、リンクさせる。

� 重要性に関する全般的な適用ガ

イダンス又は教育マテリアルのい

ずれかを作成することを研究する。

そうすることで、監査人、作成者、

規制者に、何が重要な情報を構成

するのか、さらに、明確で統一し

た見解が提供されるはずである。

この重要な事項について国際監査・

保証基準審議会（IAASB）と証券

監督者国際機構（IOSCO）と共に

作業したいと考えている。
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� 新基準を開発する場合、開示要

求事項のために規範性のより少な

い文言を用いるように努める。代

わりに、開示目的及び当該目的を

満たす開示例に焦点を当てる。最

近の基準では、既にこれを始めて

おり、重要性に関する判断の余地

を明確に作り出している。

� 2013年の後半で、IAS第１号、

IAS第７号「キャッシュ・フロー

計算書」及びIAS第８号「会計方

針、会計上の見積りの変更及び誤

謬」の根本的なレビューに着手す

るため、調査研究プロジェクトを

開始する。本プロジェクトにより、

財務諸表表示プロジェクトで既に

行った作業の一部を再検討する。

目標は、それら３つの基準を置き

換えることであり、本質的には新

たな開示フレームワークを作り出

す。

� 最後に、これらの基準のレビュー

をいったん完了させて、次に、既

存の基準における開示要求事項の

全体的なレビューに着手する。

本セッションでは、①IASBの新

たな作業計画、②最近公表された

IFRS、③主要なMoUプロジェクト、

④解釈指針委員会の活動、⑤適用後

レビュー、⑥調査研究活動が取り上

げられた。主な内容は以下のとおり

である。

１．IASBの新たな作業計画

StephenCooperIASB理事からは、

新たな作業計画はアジェンダ協議に

よって形成されており、2011年７月

に公表されたアジェンダ協議文書に

対するコメントとして、各国の会計

基準設定主体と学界からの調査研究

を有効利用すべきとの意見があった

ことが説明された。その際、Cooper

理事は、「テクニカル上の知見を得

るために、会計基準アドバイザリー・

フォーラム（ASAF）を設立し、

IASBのプロジェクトを定期的に議

論している。また、特に、欧州財務

報告諮問グループ （EFRAG） と

ASBJを利用することはベネフィッ

トがあり得るため、将来の基準開発

に役立てるように、アイディアの調

査や情報収集のような初期の調査研

究のために利用することを意図して

いる」と述べた。

２．主要なMoUプロジェクト

� 金融商品プロジェクト

SueLloydIASBシニア・ディレク

ターからは、金融商品プロジェクト

（分類及び測定、減損、ヘッジ）の

説明が行われた。減損の説明の際に、

Cooper理事からは、「IASBは初日損

失を計上すべきでないとしているの

に対して、FASBは初日損失をすべ

ての場合に計上するとしており、概

念上の根拠に関して同意するのは困

難であった。規制環境上、米国の現

行実務では、高目の引当で初期の損

失計上を求めるという背景がある。

さらにフィールド・テストによって、

従前認識していたよりもIAS第39号

適用の多様性が地域によってあるこ

とがわかり、比較可能性の欠如に対

処する必要があった。また、利用者

の見解は様々であり、例えば、アウ

トリーチの際に話したある利用者は

FASBモデルに熱心であったが、規

制当局的な観点に依拠していた。利

用者の反応は、貸借対照表、損益計

算書、規制当局のそれぞれの観点に

よって異なる」との説明が行われた。

� その他のプロジェクト

収益認識・リース・保険・料金規

制活動・SME向けIFRSについては、

Cooper理事とLloydシニア・ディレ

クターから説明が行われた。収益認

識プロジェクトについては、Lloyd

シニア・ディレクターから、①新基

準の公表は2013年第３四半期である

こと、②発効日は2017年１月１日

（早期適用可）であること、③適用

上の首尾一貫性のために、IASB・

FASB共同の適用グループⅴが設立

され、適用上の質問に対応すること

が説明された。また、Cooper理事は、

「今日の投資家セッションⅵでは、

ある投資家は、新たな収益認識基準

が米国モデルを採用した細則主義で

あるとして不満を漏らしたが、これ

には全く反対である。新たな収益認

識基準はまさしく原則主義であり、

５つのステップに従うという基本原

則は簡潔である」と述べた。また、

リース・プロジェクトについて、

Cooper理事は、投資家からのフィー

ドバックによると、リースが資産・

負債を創出することに肯定的である

ことを指摘した。

概念フレームワーク・プロジェク

トについては、PhilippeDanjouIASB

理事から、プロジェクトの概要、ディ

スカッション・ペーパーが2013年７

月中旬ⅶに公表されることが説明さ

れた。

３．適用後レビュー

Danjou理事とAlanTeixeiraIASB

シニア・ディレクターから、IFRS

第８号「事業セグメント」・IFRS

第３号「企業結合」の適用後レビュー

に関する説明が行われ、IFRS第３

号の適用後レビューの対象は、すべ

ての局面（特に、事業の定義・偶発

対価・のれん）であるとされた。

【主な質疑応答】

� 金融商品の減損で提案されてい
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るモデルでは、信用リスクの著し

い増大ⅷが何であるのかに関して

多様性が生じるとの意見に対して、

Lloydシニア・ディレクターから

は、「信用リスクの著しい増大に

は注意を払ったが、確かに解釈に

ついての明確な区分はなく、判断

に依拠する。我々は予想損失につ

いてどのようにコンバージェンス

したらよいのか」と述べた。これ

を受けて、Hoogervorst議長は、

「FASBが初日損失について批判を

受けていると我々は認識している。

FASBがモデルを変更しなければ

ならないとの結論を下すかどうか

をみてみよう」と述べた。

� 欧州証券市場監督局（ESMA）

は減損に関する報告書ⅸを公表し

ており、基準設定主体の役割上、

ESMAと競合しているのではない

かとの指摘に対して、Hoogervorst

議長は、「ESMAと競合している

とは考えていない。ESMAには執

行当局として多くの経験があり、

お互いに必要としている。新基準

の適用に関する情報は重要なシグ

ナルとなり、基準開発時にはESMA

から執行可能性に関するフィード

バックを得ることは重要である」

と回答し、「ESMAによるのれん

の減損に関する調査報告書は興味

深いものであり、適用に多様性が

あるとしている」と述べた。

Knotオランダ中央銀行総裁より、

「透明性のある報告を通じた金融安

定化」と題した基調講演が行われた。

Knot氏は、バーゼル委員会が期待

損失と非期待損失を区分しており、

資本規制が非期待損失をカバーする

のに十分堅固でなければならないと

する一方、IASBが期待損失の概念

をIFRS第９号「金融商品」に含め

ることを歓迎している点に言及した。

その上で、Knot氏は、①財務報

告と金融安定化は相互補完の関係に

あり、透明性のある資本規制と期待

損失の概念に基づく会計によって、

金融機関の信頼性は高まり、金融安

定化も改善されること、②監督規制

当局とIASBは共通の利益を共有し

ており、バーゼル委員会とIASBは

協力するだけの価値があること、③

期待損失モデルはできる限り早く会

計基準に含めなければならないと述

べた。

ブレークアウト・セッションとし

て、様々なプロジェクトが取り上げ

られていたが、ここではリースと保

険契約について紹介する。

１．リース

Danjou理事とIASBスタッフから、

リース公開草案（2013年５月公表）

の主な提案内容が、以下のとおり説

明された。

� コア原則は、リースから生じた

資産及び負債を認識するというも

のであり、借手は、リース料の支

払いを行う負債（リース負債）と

リース資産（原資産）をリース期

間にわたり使用する権利を表す使

用権資産とを認識する。

� リースから生じる費用及びキャッ

シュ・フローの借手による認識、

測定及び表示は、借手が原資産に

組み込まれた経済的便益の重大で

ないとはいえない部分を消費する

と見込まれるかどうかに応じて決

まることになる。実務の目的上、

この評価は多くの場合に原資産の

性質によって決まることになる。

� 不動産以外の資産（例えば、設

備、航空機、自動車、トラック）

のリースの大半について、借手は

当該リースをタイプAのリースに

分類し、①使用権資産及びリース

負債を認識し、リース料総額の現

在価値で当初測定し、かつ、②リー

ス負債に係る割引の振戻しを使用

権資産の償却とは区分して利息と

して認識する。

� 不動産（土地及び（若しくは）

建物又は建物の一部分）のリース

の大半について、借手は当該リー

スをタイプBのリースに分類し、

①使用権資産及びリース負債を認

識し、リース料総額の現在価値で

当初測定し、かつ、②単一のリー

ス費用（リース負債に係る割引の

振戻しを使用権資産の償却と合算）

を定額ベースで認識する。

【主な質疑応答】

� 資産の定義について、「今回の

提案は、リース対象となる部分的

資産（より大きな資産全体の構成

要素）に対して、どの程度まで適

用されるのか」との質問に対し、

IASBスタッフは、「公開草案には

ガイダンスがある。物理的に区分

できる部分までであり、例えば、

建物のフロアはリース対象の資産

に該当するが、ファイバー・ケー

ブルの一定割合の容量は該当しな

い。顧客が実際に一定期間、資産

の使用を支配するのか、あるいは、

供給者が顧客へのサービス提供を

いまだに支配しているかを評価す

る」と回答した。

� IFRIC第４号「契約にリースが

含まれているか否かの判断」は公

開草案に組み込まれているかどう
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かの質問に対し、IASBスタッフ

は、「公開草案は顧客が資産の使

用を支配する権利を有するという

IFRIC第４号を変更していない。

主な変更は、支配の概念を収益認

識の公開草案や連結基準の支配に

近づけようとしたことである」と

回答した。

� ある参加者からは、「企業に購

入又はリースの選択肢があるかど

うかを開始点とすると、タイプA・

Bの区分を好む。タイプBの場合

には購入の選択肢はなく、建物の

フロアやショッピングセンターの

店舗を対象とするのは合理的であ

る。ただし、従業員個人が使用す

る社用車をタイプAの対象とする

のは好ましくない。企業が使用す

るトラックのリースと従業員が使

用する社用車のリースとは区別す

べきであり、前者は資産計上する

としても、後者は補償型契約とし

て費用処理すべきである」との意

見が述べられたのに対し、IASB

スタッフは、「両者を区分すると

いう論点は理解した」とのみ述べた。

� ある参加者からは、「資産の使

用権が負債を創出するというのは

新たな考えでありこれほど重大な

変更を正当化するだけの概念上の

説明が行われていないため、リー

ス基準は、概念フレームワークの

後に出るのが自然である。特に、

物理的資産の支配は無形資産サー

ビスの支配とは全く異なる」との

意見が述べられた。これに対して、

Danjou理事は、「概念フレームワー

クでは、支配する資源として資産

を定義しており、使用権はその定

義に当てはまるため、使用権を資

産とするために概念フレームワー

クを変更する必要はない。ただし、

リース契約とサービス契約の区分

が難しいことは認識している」と

回答した。

� 船舶（耐用年数は20～30年）の

リース期間が３年で、消費される

部分が制限されている場合のリー

ス区分に関する質問に対して、

IASBスタッフは、「船舶は不動産

以外であり、状況にもよるが多く

の場合はタイプAになる」と回答

した。続いて、土地と建物の場合

のリース区分に関する質問につい

ては、IASBスタッフは、「土地と

建物は一緒にして評価する」と回

答した。

� 「重要ではない」の定義に関す

る質問に対して、IASBスタッフ

は、「個人的見解だが、非常に小

さい（prettysmall）と考えてい

る。ほとんどの車両・器具はタイ

プAとなる」と述べた。また、

Danjou理事は、「企業の会計方針

で首尾一貫して判断することにな

るのであり、明確な線引きは設定

しなかった」と述べた。

� ２タイプアプローチに関して

IASBスタッフが意見を求めたと

ころ、ある参加者は、「タイプB

のように人為的に費用を定額処理

する場合、資産と負債をリンク表

示するとゼロであり、サービス契

約の処理と変わらないことになる」

として、タイプAのみとするよう

に再考した方がよいとの意見を述

べた。

２．保険契約

Cooper理事とIASBスタッフから、

保険契約の公開草案（2013年６月公

表）の主な提案内容が以下のとおり

説明された。

� 利息費用を決定するための割引

率を用いて測定した保険負債の帳

簿価額と、現在の割引率を用いて

測定した保険負債の帳簿価額の差

額をその他の包括利益（OCI）で

認識する。

� 保険契約から生じる約束された

サービスと交換に権利を得ること

を見込んでいる対価を反映する金

額で、当該サービスの移転を描写

する保険契約収益を表示しなけれ

ばならない。

� 契約上のサービス・マージンⅹ

は、将来のカバー及びその他の将

来サービスに関連する将来キャッ

シュ・フローの現在価値の現在の

見積りと過去の見積りの差額を調

整しなければならない（ただし、

契約上のサービス・マージンがマ

イナスの場合は除く）。

【主な質疑応答】

� 割引率の変更から生じる保険負

債の変動をOCIに表示する提案に

ついて、ある参加者が、「OCI表

示を強制とする提案は問題がある。

選択適用とするのになぜ抵抗があ

るのか」と意見を述べたのに対し、

Cooper理事が、「選択適用とする

場合、企業レベル・ポートフォリ

オレベル・契約レベルのうち、ど

のレベルか」と質問したところ、

この参加者は「ポートフォリオレ

ベル」と回答した。さらに、Cooper

理事が、「利用者はそのような柔

軟性をどう考えるだろうか」と質

問したところ、この参加者は「利

用者は１つの会計処理を望むが、

この場合は透明性が高まる。すべ

てを純損益にすることが利用者の

観点と考えられる」と回答した。

あるIASBスタッフは、「何人かの

利用者と話したが、利用者のすべ

てが１タイプの公正価値変動を好

むわけではなく、多くは公正価値
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変動を区分する考えを好んでいる」

と述べた。また、別のIASBスタッ

フは、「IASBは比較可能性の観点

から選択適用としなかった。また、

FASBは選択適用にはさらに抵抗

している」と追加説明した。

� 2010年７月公開草案では要約マー

ジン・アプローチ�による収益の

表示を提案していたが、2013年公

開草案では総額の業績表示に変更

した点に関し、ある参加者が「保

険業界にとってトップラインの数

字は必要であるが、収益として表

示する保険料�の定義は複雑で直

観的ではない」と意見を述べた。

これに対し、Cooper理事は、「な

ぜ保険だけが特別なのか。保険料

の一括受取を前提とすると、なぜ

現金ベースで初日に収益を認識す

るのか」と反論した。

� 2010年７月公開草案では残余マー

ジンを当初にロックインすること

を提案していたが、2013年公開草

案ではアンロックすることに変更

した点に関し、ある参加者は、

「生保業界からのフィードバック

を受けて提案を変更したことを歓

迎している。マージンのアンロッ

クは必要であり、最も重要な問題

である。しかし、残余マージンの

部分的なアンロックではなく完全

なアンロックを好んでおり、残余

マージンが将来利益の現在価値を

真に表わせば、財務諸表利用者に

とってより有用な情報となる�」

と述べた。

IFRSカンファランスの全体のセッ

ションにおいては、必ず質疑応答の

時間が設定されており、積極的に質

疑応答が行われていた。さらに、ブ

レークアウト・セッション（例えば、

リース・保険プロジェクト）では、

IASBボードメンバー・スタッフは、

IASBの提案内容に関して賛成する

かどうかを参加者に質問し、参加者

の意見をよく聞こうとする態度で臨

んでおり、アウトリーチ活動が行わ

れているのと同じ状況であった。

また、Hoogervorst議長は、スピー

チで触れたように、日本における

IFRSの適用状況を肯定的にとらえ

ている。このようなIASBの期待に

応えられるか、今後の日本の対応が

注目されるところである。

（日本公認会計士協会自主規制・業

務本部 研究員IFRSデスク担当

公認会計士 又邊 崇）

〈注〉

ⅰ IFRSカンファランスにおける

Hoogervorst議長のスピーチ原稿

（ただし、実際のスピーチとは完

全に同じではない）はIFRS財団

及びIASBウェブサイトに公表さ

れている（http://www.ifrs.org/A

lerts/Conference/Documents/2013

/HH-Amsterdam-June�2013.pdfを

参照）。

ⅱ IFRS財団及びIASBウェブサイ

ト http://www.ifrs.org/Alerts/Pr

essRelease/Pages/IFRS-Foundatio

n-charts-progress-towards-global-

adoption-of-IFRS-June�2013.aspx

を参照。

ⅲ 2013年５月にIASBは、「開示フォー

ラム－財務報告開示：フィードバッ

ク文書」（IFRS財団及びIASBウェ

ブサイト http://www.ifrs.org/Ale

rts/PressRelease/Documents/2013

/Feedback-Statement-Discussion-F

orum-Financial-Reporting-Disclosu
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re-May�2013.pdfを参照）を公表

している。

ⅳ 純借入情報の開示は、欧州の実

務として任意に提供されていると

いう背景がある。欧州の財務諸表

利用者の要請に応えて、財務諸表

表示プロジェクトにおけるIASB

のスタッフドラフト「財務諸表の

表示」（2010年７月公表）では、

①現金、②短期投資、③ファイナ

ンス・リース、④借入カテゴリー

の各表示科目の増減分析を表示し、

当該項目の合計を含めることを提

案していた。

ⅴ 2013年７月、FASBとIASBは収

益認識の移行リソース・グループ

を最終基準公表後に設立すること

を公表している（IFRS財団及び

IASBウェブサイト http://www.if

rs.org/Alerts/ProjectUpdate/Page

s/IASB-and-FASB-to-form-joint-tr

ansition-resource-group-for-revenu

e-recognition-July�2013.aspxを参

照）。

ⅵ 特別セッション（投資家に焦点

を置いたIFRSアップデート）は、

IFRS第10号「連結財務諸表」、リー

ス・プロジェクト、収益認識プロ

ジェクト等をテーマとして取り上

げて、 アナリスト出身である

IASBボードメンバー３名、投資

家（エラスムス大学ロッテルダム

経営校・UBS投資銀行のDennis

Jullens氏、モルガンスタンレーリ

サーチのPeterJoos氏）、作成者

（バークレーズのDavidBradbery

氏）が議論する形式で進められた。

ⅶ ディスカッション・ペーパー

「概念フレームワークのレビュー」

は2013年７月18日に公表されてい

る。

ⅷ 公開草案「金融商品：予想信用

損失」（2013年３月公表）では、

報告日において、ある金融商品に

関する信用リスクが当初認識以降

に著しく増大している場合、当該

金融商品に係る予想信用損失を全

期間の予想信用損失と同額で測定

しなければならないとしている。

ⅸ 2013年１月に公表されたESMA

報告書「IFRS財務諸表における

のれん及びその他の無形資産の減

損に関する欧州執行者のレビュー」

（ESMAウェブサイトhttp://www.

esma.europa.eu/system/files/2013

�02.pdfを参照）を指す。

ⅹ 2013年公開草案では、契約上の

サービス・マージンは、保険契約

に基づくサービスを提供するにつ

れて認識される未稼得利益を表わ

すとされる。従前は残余マージン

と呼んでいた。

� 要約マージン・アプローチは、

包括利益計算書において保険料及

び保険金の金額についての情報を

提供せず、保険契約者から受け取

る対価総額の一部（当初認識時の

リスク調整及び残余マージン）の

みを収益として表示する。

� 再審議の過程で既経過保険料

（earnedpremium）と呼ばれてい

た表示を指す。

� 2013年公開草案では、契約上の

サービス・マージンはリスク調整

の変動について調整しない（リス

ク調整のすべての変動は直ちに純

損益で認識する）とされるのに対

して、契約サービス・マージンが

契約の未稼得利益を表している場

合、将来のカバーに関連するリス

クの見積りの変更を反映するよう

に調整すべきであるとする意見が

あるとされている（2013年公開草

案BC36項参照）。
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長期借入 （2,050,000） - - - - （2,050,000）

短期借入 （400,000）（162,000） - - - （562,000）

借入未払

利息
（112,563） 83,514 （111,352） - - （140,401）

リース

未払利息
（16,500） 16,500 （14,825） - - （14,825）

リース

負債元本
（330,000） 33,500 - - - （296,500）

合計 （2,909,063） （28,486） （126,177） - - （3,063,726）

現金 61,941 8,951 - 3,210 - 74,102

短期投資 800,000 300,000 - - - 1,100,000

公正価値で

測定される 485,000 （110,100） - - 98,700 473,600

金融資産

合計 1,346,941 198,851 - 3,210 98,700 1,647,702

（1,562,122） 170,365 （126,177） 3,210 98,700（1,416,024）

20X0年

12月31日

その他の

非資金変動

正味キャッ

シュ･フロー 為替換算

その他の

再測定

20X1年

12月31日

（純借入情報の開示例）


